



























































































































































































研　究 新知識発見の 新知識発見の 独創的な計
（狭義） 調査・探究 調査・研究 画・調査 新応用法の探
索 応用研究
新製品・サー 新製品・生産 新製品・製法 新製品・工程
ビス・生産方 方法の計画・ 等の計画・設 等の導入の研
法の計画・設 設計 計 究
計
開　発 開発研究
現製品・サー 現製品・生産 現製晶・製法 現製晶・工程
ビス・生産方 方法改良の計 等改良の計 等の改良の研






















































































































































































































































































































































































規 工　新製品又ハ新技術ノ 資源の閑発又は市場の 製品の製造又は新たな
研究 開拓のため特別に支出 技術の発明に係る試験
定 2　新披術又ハ新経営組 した費用をいう） 研究のために特別に支
織ノ採用 7　試験研究費（新製品 出する費用をいう）








項 第2編第4章第286条の3 第2章　第38 『法人税法』第32条第1項
此ノ場合二於テハ其ノ支 各繰延資産に対する償却 当該事業年度の損金の額
規 出ノ後五年内二毎決算期 額は，当該繰延資産の金 に算入する金額は，・
二於テ均等額以上ノ償却 額から直接控除し，その その繰延資産に係る支出
定 ヲ為スコトヲ要ス 控除残高を各繰延資産の の効果の及ぶ期間を基礎
噛法計算書類規則」 金額として表示しなけれ として政令で定めるとこ
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題となる。
（2）、研究開発と商業生産との区分
　上記のr研究關発費基準』は，市場販売目的のソフトウェアについて研究開
発と商業生摩との区分について次のように考えている．［大蔵省，1998，三，3，
②］。
　「新しい知識を具体化するまでの過程が研究開牽であ乱したがって，ソフ
トウェァの制作過程においては，．製品番号を付す三と等により販売の意畢が明
らかにされた製品マスター，すなわち『最初に製晶化された製品マスター』が
完成するまでの制作活動が研究開発と考えられる。
　これは，製品マスターの完成は，工業製晶の研究開発に牟ける量産品の設計
第5表　研究闘発費と非研究開発費の会計処理
会計処理あ方式
製　品　等製造・飯売目的研究開発費研究關発費
　　　　　　　研究開発目的研究開発費研究闘発費
ソフトウェァー
　　　　　　　非研究開発目的研究開、発費　研究關発費
（注）製品等には，製品のほか，サービス，隼産方法，材料，部品，
　　装置，システム，工程，製法等を含む。
利一用
　　取得形態’　　　　　　　　　購入・委託制作　　　　　自　社　制　作
受注制作工事進行（完成）基準で仕掛品に計上
市場販売目前撫形固定資産に計上し，工毎期償却
生産二管理目的　　資産に計上し償却　　　　費用として処理
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完了に相当するものと考えられるためである。」
　参考までにソフトウェアの制作過程を示し，そのうち研究關発の終了時点を，
同『公關草案』により図示してみると，第3図のとおりである［大蔵省，1997，
参考3］，同図から，製品マスター（Ver　O）の完成までが研究開発で，それ
以降が商業生産であることが知られる。工業製晶の場合には，設計完成までが
研究開発でそれ以降が生産といえる。
　なお，『財務会計基準書』第86号は，両者の区分基準を技術的実施可能
（technolo駆feasibility）に求め，その確定証拠まで特記していることは既に
前述したところである。
　以上の諸基準を基に，研究開発費と非研究開発費との会計処理を一表に要約
すると，第5表のとおりとなる。つまり，原価計算対象のうち製品等（製品の
ほか，サービス，生産方法，材料，部晶，装置，システム，工程，製法等を含
む）については，研究活動費と開発活動費が研究開発費となり，生産活動費は
製造原価とされる。これに対し，ソフトウェア（コンピュータ・ソフトウェア
のこと）については研究開発目的のソフトウェアは，全活動費が研究開発費と
なるが，非研究開発目的のソフトウェアは，研究活動費と開発活動費だけが研
究開発費となる。
5－3　非研究開発目的のソフトウェア費の会計処理基準
　第4表で詳述したようにこれまでの日米会計基準においては，ソフトウェァ
を取得形態別にしかも制作目的別に分類し，各別にその会計基準を設定してき
た。ところが，企業会計審議会の『研究開発費基準』は，次のように［大蔵省，
1998，三，3，（1）］，取得形態（自社制作，外部購入）は問わず，専ら制作目
的からのみソフトウェアを分類し，各別に会計基準を定めることとした。
　「ソフトウェアの制作費は，その制作目的により，将来の収益との対応関係
が異なること等から，ソフトウェア制作費に係る会計基準は，取得形態（自社
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制作，外部購入）別ではなく、，制作目的別に設定することとした。
　したがって，購入・委託したソフトウェアを加工することにより，目的の機
能を有するソフトウェァを完成させる場合，当該購入・委託に要した費用は，
それぞれの制作目的に応じて処理することとなる。」
　このように制作目的別には，研究開発目的のソフトウェアと非研究開発目的
のソフトウェアに大別されるが，このうち非研究開発費とされるのは，非研究
閑発目的のソフトウェア制作費のうち，．非研究開発過程に係るものだけである。
　これらの非研究開発費の会計処理基準は，制作目的により以下のように相違
する。
　（1〕受注制作のソフトウエア費の会計処理基準
　『研究開発費基準』は，この点について，次のように規定した［大蔵省，
1g98，基準四，1］。
　「受注制作のソフトウエアの制作費は，請負工事の会計処理基準に準じて処
　理する。」
　　請負工事については，その損益の計上は工事進行基準又は工事完成基準の
　いずれかを選択適用することができる［大蔵省，．エ982，注7］。
　上記の工事進行基準においては決算期末に工事進行程度を見積り，適正な工
事収益率によって工事収益の一部を当期の損益計算書に計上する。これに対し，
工事完成基準においては，工事が完成し，その引渡しが完成した日に工事収益
を計上する。
　このため工事費は半成工事勘定に集計されるが，ソフトウェアの場合は勘定
名を仕掛晶勘定と呼ぶ方が適切である。一　　　、　」　　、．∵
　（2〕市場販売目的のツフ」トウェ止ア費の会計処翠基準，
　r研究開発費墓準』は，この点について次のよう，に規定した［大蔵省，1998，
基準四，多，4，5］。
　　へ・市場販売貝的のソフ，トウェアである翠品マスターの制作費は，、研究開発費に該
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　　　当する部分を除き，資産として計上しなければならない。ただし，製晶マスター
　　　の機能縫持に要した費用は，資産として計上してはならない。
　　b　甫場販売目的のソフトウェアを資産として計上する場合には，無形固定資産の
　　　区分に計上しなければならない。
　　C　無形固定資産として計上したソフトウェアの取得原価は，当該ソフトウェアの
　　　牲格に応じて，見込販売数量に墓づく償却方法その他合理的な方法により償却し
　　　なければならない。ただし，毎期の償却額は，残存有効期間に基づく均等配分額
　　　を下回ってはならない。
　つまり，市場販売目的のソフトウェアの制作費のうち，次のものは研究開発
費とされる。
　　a　研究及び開発に係る費用
　　b　最初に製品化された製品マスターの完成までの費用
　　C　製品マスターの機能維持に要した費用
　　d　製晶マスター又は購入したソフトウェアに対する著しい改良に要した費用
　上記以外の制作費は，資産，特に無形固定資産に計上する。なお，制作途申
のソフトウェアの制作費については，無形固定資産の仮勘定として計上する。
　…のように無形固定資産とした理由は，次のとおりである［大蔵省，1998，
三，3，②］。
　　a　ソフトウェアを市場で販売する場合には，製品マスター（複写可能な完成晶）
　　　を制作し，これを複写したものを販売することとなる。
　　b　製品マスタニは，それ自体が販売あ対象物ではな．く二機械装置等一と同様にこれ
　　　を利用（複写）して製品を作成すること，製品マスターは法的権利（著作権）を
　　　有していること及び適正な原価計算により取得原価を明確化できることから，当
　　　譲取得原価を無形固定資産として計上することとした。
　かくして，無形固定資産として計上したソフトウェア制作費は，当該無形固
定資産の耐用期閻にわたり，見込販売数量に基づく償却，生産高比例法その他
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合理的な方法により償却する。この場合，毎期見込販売数量等の見直しを行い，
減少が見込まれる販売数量等に相当する取得原価は，費用又は損失として処理
する［大蔵省，1998，墓準四，3～5，注5］。
　（3）自社利用のソフトウェア費の会計処理基準
　　『研究開発費基準』は，この点について次のように規定した［大蔵省，1998，
基準四，3］。
　　a　ソフトウェアを用いて外部へ業務処理等のサービスを提供する契約等が締結さ
　　　れている場合のように，その提供により将来の収益獲得が確実であると認められ
　　　る場合には，適正な原価を集計した上，当該ソフトウェアの制作費を資産として
　　　計上しなければならない。
　　b　社内利用のソフトウェアについては，完成晶を購入した場合のように，その利
　　　用により将来の収益獲得又は費用削減が確実であると認められる場合には，当該
　　　ソフトウェアの取得に要した費用を資産として計上しなければならない。
　　C　機械装置等に組み込まれているソフトウェアについては，当該機械装置等に含
　　　めて処理する筍
　　d　自社利用のソフトウエアを資産として計上する場合には，無形固定資産の区分
　　　に計上しなければならない竈
　要点は，「将来の収益獲得又は費用削減が確実」であるか否かにあり，・確実
なソフトウェア費は，将来の収益と対応させるため，その取得費を資産として
計上し，利用期問にわたり償却する。これに対し確実でないソフトウェア費は，
期間費用として処理する。将来の収益獲得又は費用削減が確実なソフトウェア
としては，次むものがある；工
　　a　ソフトウェアを用いて外部に業務処理等のサービスを提供する契約が締結され
　　　ている場合
　　b　ソフトウェアの完成品を購入した場合
　　C　独白仕様の社内利用ソフトウェアを自社で制作する場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4u
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　　d　委託により制作し将来の収益獲得又は費用削滅が確実であると認められる場合
　上記のr研究開発費基準jと，前記の「これまでの研究開発費の会計処理基
準」とを対比すると，根本的に相違している点は皇これまでの会計基準が試験
研究費及び開発費の繰延べを容認していたにもかかわらず，『研究開発費基
準jは一切繰延処理を認めていないことで多る。さらに『研究開発費基準』は，
ソフトウェア費の会計処理について，制作目的だけを重視し，取得形態を無視
しているが，これまでの会計処理基準を欝酌すると，果たしてそれでよいのか
について疑問が残る。その他，リース目的のソフトウェア，ソフトウェアの複
製，機能評価，除去・評価等についても，会計処理の基準を提示してほしかっ
た。
　何れにしても，『財務会計基準書』第2号がユ974年に初めて研究開発費の会
計処理基準を制定して以来，四半世紀を経てわが国でも今般企業会計審議会か
ら『研究開発費基準』が発表された。これに基づいて，『財務諸表規則』，丁商
渕，『税法』等の会計法規が近い将来一斉に改正され，グローバル・スタン
ダードに沿うことは，『国際会計基準』の遵守が目前に追ったわが国の産官学
界にとって，実に大きな社会的意義が存するものと言えよう。
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